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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第185期 

第１四半期連結 
累計期間 

第186期 
第１四半期連結 

累計期間 
第185期 

会計期間 
自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日 

自 平成26年４月１日 
至 平成26年６月30日 

自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日 

売上高 （百万円） 25,950 17,562 124,310 

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 576 △13 6,677 

四半期（当期）純利益又は四半

期純損失（△） 
（百万円） 1,118 △237 6,929 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 279 438 6,057 

純資産額 （百万円） 57,319 61,834 63,333 

総資産額 （百万円） 137,025 139,947 141,453 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額又は１株当たり四半期純

損失金額（△） 

（円） 7.75 △1.65 48.00 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 41.8 44.1 44.7 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第185期第１四半期連結累計期間および第185期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第186期第１四半期連結累計期間の潜在株式調

整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在し

ていないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間における、各セグメントに係る主な事業内容の変更と主要関係会社の異動は、次の通り

であります。 

(1) 鉄道車両事業 

主な事業内容の変更および主要関係会社の異動はありません。 

(2) 輸送用機器・鉄構事業 

主な事業内容の変更および主要関係会社の異動はありません。 

(3) 建設機械事業 

主な事業内容の変更および主要関係会社の異動はありません。 

(4) その他 

 連結子会社の日車ワシノ製鋼㈱が平成26年６月30日に清算結了したことに伴い、鋳鍛鋼品の製造・販売から撤退い

たしました。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

(1）業績の状況

 当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動により個人消費がやや

弱含みながら、各種政策の効果などにより設備投資、雇用などが着実に改善しています。

 このような経営環境のもと、当第１四半期連結累計期間の当社グループの売上高は、鉄道車両の売上が減少した

ことなどから、前年同四半期比３２.３％減少の１７５億６２百万円となりました。利益面につきましては、売上

高が低水準に留まったことなどから、営業損失は１億２７百万円、経常損失は１３百万円、四半期純損失は２億

３７百万円となりました。

 なお、当社グループの製品は、納期や工期が期末および第２四半期末に集中することが多く、第１四半期の売上

高は年間の売上高に対する進捗が低い傾向にあります。

 セグメント別状況は以下のとおりであります。

①鉄道車両事業

 ＪＲ東海向け超電導リニア車両Ｌ０系、名古屋市交通局向け電車、東京メトロ銀座線電車などのほか、海外向け

車両として米国向け２階建て電車などの売上がありましたが、海外向け車両などが減少したため、鉄道車両事業の

売上高は９２億７２百万円と前年同四半期比４４.５％減少となりました。

②輸送用機器・鉄構事業

 輸送用機器におきましては、コンテナ貨車、ディーゼル機関車、ＬＰＧタンクローリなどの売上があり、売上高

は２０億９５百万円と前年同四半期比０.５％増加となりました。

 鉄構におきましては、中部地方整備局向け国本西高架橋、中日本高速道路向け宮山高架橋などのほか、架設工事

として富士川跨線橋、御田跨線橋などの売上がありました。また、東海道新幹線大規模改修工事などの売上があり

ましたが、大型の架設工事が減少したことなどから、売上高は１１億１百万円と前年同四半期比２１.５％減少と

なりました。

 以上の結果、輸送用機器・鉄構事業の売上高は３１億９７百万円と前年同四半期比８.４％減少となりました。

③建設機械事業

 建設機械におきましては、国内向けで東日本大震災からの復興工事や東京オリンピック開催決定による公共工事

への期待感などから、大型杭打機などが堅調に推移したほか、海外向けでは韓国向け大型杭打機などを輸出しまし

た。

 発電機につきましては、一部製品に消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動の影響がありましたが、堅調に

推移しました。

 以上の結果、建設機械事業の売上高は４６億４８百万円と前年同四半期比１３.５％増加となりました。

④その他

 鉄道事業者向け車両検修設備、ＪＡ向け営農プラント改修工事、家庭紙メーカー向け製紙関連設備、鉄道グッズ

販売などの売上がありましたが、日車ワシノ製鋼（株）の清算、リニア用機械設備や営農プラントの減少などによ

り、その他の売上高は４億４３百万円と前年同四半期比７３.１％減少となりました。

 

(2）事業上および財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

 当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は２億７０百万円であります。

 なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(4）生産、受注及び販売の実績

 ①生産実績

 当第１四半期連結累計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日

  至 平成26年６月30日）
 前年同四半期比（％）

鉄道車両事業(百万円) 13,823 △16.2

輸送用機器・鉄構事業（百万円） 3,582 △7.7

建設機械事業（百万円） 4,375 ＋8.5

その他（百万円） 570 △64.4

合計（百万円） 22,350 △14.1

 （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．金額は、販売価格によっております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 ②受注状況

 当第１四半期連結累計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
受注高

（百万円）
前年同四半期比

（％）
受注残高
（百万円）

前年同四半期比
（％）

鉄道車両事業 2,161 △89.6 151,533 △12.1

輸送用機器・鉄構事業 4,675 ＋36.2 16,362 ＋41.4

建設機械事業 5,182 ＋0.2 3,008 △9.0

その他 1,447 △40.0 2,636 △22.8

合計 13,466 △57.8 173,541 △9.0

 （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 ③販売実績

 当第１四半期連結累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日

  至 平成26年６月30日）
前年同四半期比（％）

鉄道車両事業(百万円) 9,272 △44.5

輸送用機器・鉄構事業（百万円） 3,197 △8.4

建設機械事業（百万円） 4,648 ＋13.5

その他（百万円） 443 △73.1

合計（百万円） 17,562 △32.3

 （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

    ２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日

  至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日

  至 平成26年６月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

東海旅客鉄道（株） 2,882 11.1 3,498 19.9

住友商事（株） 8,903 34.3 1,837 10.5

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

 当社グル－プを取り巻く事業環境として、鉄道車両事業では、国内市場については、更新需要の一巡と社会の少

子高齢化の影響により中長期的な市場の拡張性が乏しいことから、受注環境が厳しくなるものと想定されます。当

社グループといたしましては、このような状況を踏まえ、技術開発による差別化と生産性向上によるコストダウン

に努め、競争力の強化を進めてまいります。また、需要の拡大が期待される海外市場への更なる展開として、北米

鉄道車両市場における継続的な案件獲得を企図し、米国イリノイ州ロシェル市に鉄道車両組立工場を建設して平成

24年７月より北米向け鉄道車両の生産を開始いたしました。加えて、本年構体部品工場を新設し、構体部品製作か

ら車両納入までの一貫生産に対応できる総合車両メーカーとして、メインターゲットの一つである北米市場におけ

る一層のプレゼンス強化に努めてまいります。また、同じく需要が期待される台湾および東南アジアを中心に各地

のニーズに合わせた車両の開発を推進いたします。

 輸送用機器・鉄構事業において、輸送用機器では、厳しい受注環境にありますが、エネルギー動向はじめ市場ト

レンドを機敏に捉えた製品開発を進め受注確保に努めてまいります。鉄構では、客先ニーズに合った技術提案の強

化やコスト低減に努めるとともに、需要が見込まれる補修・保全案件ならびに周辺事業に営業展開を進めてまいり

ます。

 建設機械事業およびその他においても、公共工事および民間設備投資の動向を注視しつつ、海外市場を含め、き

め細かい営業活動のもと市場ニーズに対応する製品提案により事業機会を取り込み、収益確保に努めてまいりま

す。

 なお、当社グル－プの主要製品は鉄道車両や橋梁を始めとして受注生産が多くを占め、それぞれの受注単位も比

較的大きいことから、各年度の製造ないし売上の製品構成が大きく変化いたします。そのため、操業度の平準化や

製品毎に異なる仕様への効率的な対応が恒常的な課題となります。また、受注から納入まで時間を要する案件が多

いため、為替変動や鋼材等原材料の価格変動が経営成績に大きく影響いたします。従って、為替変動につきまして

は、為替動向を考慮し為替予約等のヘッジを行ってリスク低減に努め、原材料につきましては、適時調達や歩留ま

り向上、材質の変更等を進めてコスト上昇の抑制に努めてまいります。

 

(6）財務政策

 当社グループは、健全な財務バランスを保ちつつ、事業活動に必要な資金の安定的な確保および流動性の維持に

努めております。また、当社は親会社（東海旅客鉄道㈱）が運営するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システ

ム）に参画しております。資金調達について、設備投資資金は内部資金および金融機関からの長期借入金で調達

し、運転資金は内部資金およびＣＭＳからの短期借入金で調達しております。流動性については、資金計画に基づ

き想定される需要に十分対応できる資金を確保しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 328,000,000

計 328,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月11日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 146,750,129 146,750,129

東京証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 146,750,129 146,750,129 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（千株）

発行済株式
総数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成26年４月１日～ 

平成26年６月30日
― 146,750 ― 11,810 ― 12,038

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式 2,374,000

（相互保有株式）

普通株式     17,000

― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 143,480,000 143,480 ―

単元未満株式 普通株式 879,129 ― ―

発行済株式総数 146,750,129 ― ―

総株主の議決権 ― 143,480 ―

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式2,000株が含まれております。な

お、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式625株が含まれております。

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日本車輌製造㈱

名古屋市熱田区三本

松町１番１号
2,374,000 － 2,374,000 1.61

（相互保有株式）

日泰サービス㈱

千葉県船橋市金杉

八丁目11番２号
3,000 14,000 17,000 0.01

計 ― 2,377,000 14,000 2,391,000 1.62

 （注） 日泰サービス(株)は、当社の取引先会社で構成される持株会（サービス工場持株会 名古屋市熱田区三本松町

１番１号）に加入しており、同持株会名義で当社株式14,000株を所有しております。

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）および第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 7,245 6,419 

受取手形及び売掛金 34,206 26,090 

商品及び製品 1,022 1,268 

半製品 1,284 1,257 

仕掛品 30,113 35,273 

原材料及び貯蔵品 5,290 6,875 

その他 8,134 7,572 

貸倒引当金 △43 △23 

流動資産合計 87,253 84,733 

固定資産    

有形固定資産    

土地 15,485 15,462 

その他（純額） 18,816 19,486 

有形固定資産合計 34,301 34,948 

無形固定資産 719 674 

投資その他の資産    

投資有価証券 15,782 16,656 

退職給付に係る資産 2,239 1,833 

その他 1,210 1,148 

貸倒引当金 △54 △47 

投資その他の資産合計 19,178 19,591 

固定資産合計 54,199 55,214 

資産合計 141,453 139,947 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 12,694 10,514 

電子記録債務 8,841 8,888 

短期借入金 4,100 7,940 

未払法人税等 4,832 78 

前受金 24,715 27,039 

賞与引当金 1,787 2,773 

工事損失引当金 95 76 

受注損失引当金 445 940 

その他 7,175 5,085 

流動負債合計 64,688 63,338 

固定負債    

長期借入金 5,000 5,000 

引当金 477 482 

退職給付に係る負債 225 2,268 

その他 7,729 7,023 

固定負債合計 13,431 14,774 

負債合計 78,120 78,112 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 11,810 11,810 

資本剰余金 12,046 12,046 

利益剰余金 34,913 32,739 

自己株式 △507 △507 

株主資本合計 58,262 56,088 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 4,727 5,361 

繰延ヘッジ損益 11 2 

為替換算調整勘定 △337 △335 

退職給付に係る調整累計額 605 652 

その他の包括利益累計額合計 5,006 5,681 

少数株主持分 64 65 

純資産合計 63,333 61,834 

負債純資産合計 141,453 139,947 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 25,950 17,562 

売上原価 23,642 15,926 

売上総利益 2,307 1,636 

販売費及び一般管理費 1,851 1,764 

営業利益又は営業損失（△） 455 △127 

営業外収益    

受取利息 2 2 

受取配当金 122 127 

持分法による投資利益 26 － 

その他 30 31 

営業外収益合計 182 162 

営業外費用    

支払利息 16 12 

持分法による投資損失 － 1 

その他 45 34 

営業外費用合計 61 47 

経常利益又は経常損失（△） 576 △13 

特別利益    

固定資産売却益 813 5 

投資有価証券売却益 172 112 

特別利益合計 986 118 

特別損失    

固定資産除売却損 75 2 

関係会社整理損 － 26 

減損損失 2 － 

その他 － 0 

特別損失合計 77 28 

税金等調整前四半期純利益 1,484 76 

法人税等 366 312 

少数株主損益調整前四半期純利益又は 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） 
1,118 △236 

少数株主利益 0 1 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,118 △237 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） 
1,118 △236 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △618 633 

繰延ヘッジ損益 △32 △9 

為替換算調整勘定 △188 2 

退職給付に係る調整額 － 47 

持分法適用会社に対する持分相当額 － 0 

その他の包括利益合計 △838 674 

四半期包括利益 279 438 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 279 436 

少数株主に係る四半期包括利益 0 1 
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【注記事項】

(会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年5月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて

当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属

方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の算定方法を変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半期

連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してお

ります。

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る資産が142百万円増加、退職給付に係る負債が2,568

百万円増加し、利益剰余金が1,574百万円減少しております。なお、これに伴う当第１四半期連結累計期間の損益へ

の影響は軽微です。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務

当社は取引先の債務を保証しております。リース会社等の有する割賦販売未収入金、リース債権等の残価保証額は

以下のとおりであります。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

興銀リース㈱ 195百万円 興銀リース㈱ 225百万円

東京センチュリーリース㈱ 189 東京センチュリーリース㈱ 176

昭和リース㈱ 168 昭和リース㈱ 158

三井住友ファイナンス＆リース㈱ 93 三井住友ファイナンス＆リース㈱ 80

三菱ＵＦＪリース㈱ 64 三菱ＵＦＪリース㈱ 58

その他 32 その他 26

計 743 計 726

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

減価償却費 690百万円 673百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 360 2.5 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 360 2.5 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）1 

合計 
調整額 

（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

 
鉄道車両 
事業 

輸送用機器 
・鉄構事業 

建設機械 
事業 

売上高              

外部顧客への売上高 16,715 3,489 4,097 1,648 25,950 － 25,950 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
9 354 14 144 522 △522 － 

計 16,725 3,843 4,111 1,792 26,473 △522 25,950 

セグメント利益又は損失(△) 301 △52 494 △18 725 △269 455 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、車両検修設備、営農プ

ラント、製紙関連設備などの製造・販売、鋳鍛製品の製造・販売、不動産賃貸などを含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額には、全社費用△277百万円、棚卸資産の調整額3百万円および

セグメント間取引消去2百万円などが含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰

属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）1 

合計 
調整額 

（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

 
鉄道車両 
事業 

輸送用機器 
・鉄構事業 

建設機械 
事業 

売上高              

外部顧客への売上高 9,272 3,197 4,648 443 17,562 － 17,562 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
5 43 0 49 99 △99 － 

計 9,277 3,241 4,649 493 17,662 △99 17,562 

セグメント利益又は損失(△) △155 △152 704 △162 235 △362 △127 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、車両検修設備、営農プ

ラント、製紙関連設備などの製造・販売、不動産賃貸などを含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額には、全社費用△336百万円、棚卸資産の調整額△40百万円お

よびセグメント間取引消去2百万円などが含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
7.75円 △1.65円

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額又は

四半期純損失金額（△）（百万円）
1,118 △237

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は

四半期純損失金額（△）（百万円）
1,118 △237

普通株式の期中平均株式数（千株） 144,387 144,370

（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

  ため記載しておりません。なお、当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

  いては、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。

- 15 -



 

  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

     平成２６年８月８日

日 本 車 輌 製 造 株 式 会 社    

  取  締  役  会  御  中    

 

 
有限責任監査法人 ト ー マ ツ 

 

 

 
指定有限責任社員 
 
業 務 執 行 社 員 

  公認会計士 北村 嘉章 

 

 
指定有限責任社員 
 
業 務 執 行 社 員 

  公認会計士 水野 裕之 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本車輌製造

株式会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２６年４

月１日から平成２６年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２６年４月１日から平成２６年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本車輌製造株式会社及び連結子会社の平成２６年６月３０日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 




